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議案第   号 

令和６年度成田市水道事業会計予算 

  (総  則) 

 第１条 令和６年度成田市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

  (業務の予定量) 

 第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）  給 水 戸 数  ３７，６５０ 戸 

 （２）  給 水 人 口  ７７，１８０ 人 

 （３）  年 間 総 配 水 量  ８，１７７，７００ ｍ3 

 （４）  一 日 平 均 配 水 量  ２２，４０５ ｍ3 

 （５）  年 間 総 給 水 量  ７，１９６，３８０ ｍ3 

 （６）  一 日 平 均 給 水 量  １９，７１６ ｍ3 

  (収益的収入及び支出) 

 第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                          収                    入         

 第１款 水 道 事 業 収 益 ２，０２３，５６９ 千円 

  第１項 営 業 収 益 １，６６６，１９１ 千円 

  第２項 営 業 外 収 益 ３５７，３７８ 千円 

                           支                    出                  

 第１款 水 道 事 業 費 用   ２，２７２，６７４ 千円 

  第１項 営 業 費 用   ２，１４２，７３５ 千円 

  第２項 営 業 外 費 用     １１７，９３９ 千円 

  第３項 特 別 損 失 ２，０００ 千円 

  第４項 予 備 費 １０，０００ 千円 
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 ４１



 

 (資本的収入及び支出) 

 第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

５５６，５４８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１０８，２６９千円及び過年度分損益勘定留保資金

４４８，２７９千円で補てんするものとする。)。 

                          収                    入   

 第１款 資 本 的 収 入 ７６９，２８３ 千円 

  第１項 企 業 債 ６９２，４００ 千円 

  第２項 出 資 金 ７６，８８３ 千円 

                           支                    出                  

 第１款 資 本 的 支 出 １，３２５，８３１ 千円 

  第１項 建 設 改 良 費 ７８１，４１４ 千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金 ５４３，３５６ 千円 

  第３項 補 助 金 返 還 金 ６１ 千円 

  第４項 予 備 費 １，０００ 千円 

 

(企  業  債) 

  第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利         率 償   還   の   方   法 

成田市水道事業 692,400千円 

普 通 貸 借 

又 は 

証 券 発 行 

5.0％以内(ただし､利率見直し方

式で借り入れる政府資金及び地方

公共団体金融機構資金について､

利率の見直しを行った後において

は､当該見直し後の利率) 

借入先の融通条件による｡ただし、

企業財政その他の都合により繰上

償還又は低利債に借り換えするこ

とができる｡ 
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(予定支出の各項の経費の金額の流用) 

  第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）  消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用 

 

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

  第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費 

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）  職 員 給 与 費  １６５，６９０ 千円 

 

(他会計からの補助金) 

  第８条 水道事業の経営基盤強化及び資本費負担の軽減等を図るため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

  １１，３５２千円である。 

 

(たな卸資産購入限度額) 

  第９条 たな卸資産の購入限度額は、２１，４０８千円と定める。 

 

 

 

        令和６年２月２２日提出 

 

                                                                       成田市長  小 泉 一 成 
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(収  入)

予 定 額  (千円) 備          考

1 水道事業収益 2,023,569 

1 営業収益 1,666,191 

1 給水収益 1,660,434 

2 その他営業収益 5,757 

2 営業外収益 357,378 

1 給水申込納付金 175,934 

2 受取利息 1 

3 他会計補助金 19,123 

4 長期前受金戻入 103,927 

5 消費税及び地方 56,320 

消費税還付金

6 雑収益 2,073 

款

令和６年度成田市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

項 目
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(支  出)

予 定 額  (千円) 備          考

1 水道事業費用 2,272,674 

1 営業費用 2,142,735 

1 原水及び浄水費 894,328 

2 配水及び給水費 306,238 

3 総係費 202,866 

4 減価償却費 624,415 

5 資産減耗費 114,888 

2 営業外費用 117,939 

1 支払利息 117,939 

3 特別損失 2,000 

1 過年度損益修正損 2,000 

4 予備費 10,000 

1 予備費 10,000 

款 項 目
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(収  入)

予 定 額  (千円) 備          考

1 資本的収入 769,283 

1 企業債 692,400 

1 企業債 692,400 

2 出資金 76,883 

1 負担区分に基づか 76,883 

ない出資金

款 項 目

資本的収入及び支出
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(支  出)

予 定 額  (千円) 備          考

1 資本的支出 1,325,831 

1 建設改良費 781,414 

1 営業設備費 2,236 

2 改良費 690,679 

3 拡張事業費 64,493 

4 事務費 24,006 

2 企業債償還金 543,356 

1 企業債償還金 543,356 

3 補助金返還金 61 

1 県補助金返還金 61 

4 予備費 1,000 

1 予備費 1,000 

目項款
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給    与    費    明    細    書

１．総    括 (単位 千円)

比  較 324 156 △ 336 △ 22 

50 9,944 4,858 30,470 

0 

280 

0 △ 910 △ 548 1,374 

前年度 2,190 9,717 636 2,200 

50 9,034 4,310 31,844 280 本年度 2,514 9,873 300 2,178 

手    当 手      当 手    当 手      当 手    当

(単位 千円)

手当の

内  訳

区  分
扶    養 地　　域 住    居 通    勤 特殊勤務 時間外勤務 管 理 職 期末・勤勉 休日勤務

手    当 手    当 手    当 手    当

42,054 171,879 
14

比　　　較 △ 1
(0)  

80 1,423 38 1,541 △ 8,530 △ 6,989 
0

　※　職員数の（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

33,524 164,890 
14

前　年　度 7
(4)  

1,782 67,698 60,345 129,825 

60,383 131,366 

区      　分
職 員 数（人） 給      与      費

本　年　度 6
(4)  

1,862 69,121 

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報  酬 給  料 手　当 計
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（単位　千円）

（単位　千円）

　ア　会計年度任用職員以外の職員

手 当 の

内    訳

給　　　　与　　　　費

給　料

69,121

67,698

1,423

職 員 数
      (人)

　（2） 

14

　（2） 

14

　（0） 

 0

区      　分

本　年　度

2,200

△ 336 △ 22

前　年　度

比　　　較

通　　勤
手　　当

本年度 2,514

区　分
扶　　養
手　　当

地　　域
手　　当

住　　居
手　　当

60,345 128,043

1,374

管 理 職
手    当

期末・勤勉
手      当

50 9,034 4,310 31,844

50 9,944 4,858 30,470

0 △ 910

280

0

9,873 300 2,178

休日勤務
手　　当

比　較 324 156

△ 8,534 △ 7,073

　※　職員数の（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

280前年度 2,190 9,717 636

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

△ 548

38 1,461

60,383 129,504 33,515 163,019

42,049 170,092

法定福利費 合　　計 備　　考

手　当 計
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（単位　千円）

（単位　千円）

　イ　会計年度任用職員

区      　分 職 員 数
      (人) 報　酬 手　当 計

本　年　度 1,676 0 1,676
　（2） 

 0

4 115

1,685

前　年　度 1,565 0 1,565 5 1,570

9

　（2） 

 0

　（0） 

 0

比  較 0

前年度 0

手 当 の

内    訳

区  分
期末・勤勉
手　　　当

本年度 0

　※　職員数の（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

0

合　　計法定福利費

給　料

給　　　　与　　　　費

備　　考

0

0

比　　　較 111 0 111
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２．給料及び手当の増減額の明細

区  分

千円 千円 千円

給  料 1,423 1.給与改定に伴う 310

  増減分

2.昇給に伴う増加分 297

3.その他の増減分 816  職員数の異動状況

 本年度 14 人 (2人) 0 人 (0人) 14 人 (2人)

 前年度 14 人 (2人) 0 人 (0人) 14 人 (2人)

 増  減 0 人 (0人) 0 人 (0人) 0 人 (0人)

手  当 1.制度改正に伴う 693  期末・勤勉手当 693

  増減分

2.その他の増減分 △ 655  扶養手当 324

 地域手当 156

 住居手当 △ 336

 通勤手当 △ 22

 時間外勤務手当 △ 910

 管理職手当 △ 548

 期末・勤勉手当 681

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説         明 備            考

 前年度　給料の改定率　1.27％

 給与改定の状況

　　　　 給与改定の実施時期　令和5年4月

38

 平均昇給率 1.54%

  (その他)     (計)

 年間支給率　4.40月分　→　4.50月分

　※　備考の（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

(現に在職する職員数)
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３．給料及び手当の状況

 (１)職員１人当たり給与

企 業 一 般 職

357,747  円

令和6年1月1日現在 474,844  円

49 歳  8 月

371,786  円

令和5年1月1日現在 497,898  円

48 歳  8 月

 (２)初  任  給

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

高  校  卒 170,900 円 185,400 円 170,900 円 185,400  円

大  学  卒 202,400 円 (18歳運転手の場合) 202,400 円 (18歳運転手の場合)

区                          分

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平   均   年   齢

平   均   年   齢

区        分 企 業 一 般 職
一 般 会 計 の 制 度

企 業 技 能 労 務 職

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額
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 (３)級別職員数

級 級

(2) (100.0) (2) (100.0)
0 0 1 7.1 

(2) (100.0) (2) (100.0)
14 100.0 14 100.0 

 (級別の基準となる職務)

企業一般職 主    事 主任主事 副 主 査 主    査

0

係　　長 課長補佐

5    級

課　　長 部    長

7    級 8    級 9    級

　※　（　　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

区    分

2 0 0 2 0

2    級 3    級

計 計

6    級4    級

3 1 7.1 3 1 7.1

令和6年1月1日 令和5年1月1日
現         在

4
現         在

4

5 4 28.7 5 4

6 3 21.4 6 1 7.1 

28.7 

8 2

7 3 21.4 7 4

7.1 

14.2 

28.7 

区       分
企   業   一   般   職

区       分
企   業   一   般   職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

9 1 7.1 9 1

8 2 14.3 
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 (４)昇給

職     員     数        (Ａ) 14 人

昇給に係る職員数    (Ｂ) 8 人

4号給 8 人

比           率      (Ｂ)／(Ａ) 57.1 ％

職     員     数        (Ａ) 14 人

昇給に係る職員数    (Ｂ) 8 人

4号給 8 人

比           率      (Ｂ)／(Ａ) 57.1 ％

 (５)特殊勤務手当

0.07 ％

14.3 ％

支給対象職員１人当たり平均支給月額 500 円

代表的な特殊勤務手当の名称 用 地 等 交 渉 手 当

本
 
年
 
度

企 業 一 般 職

前
 
年
 
度

給料総額に対する比率

　 号 給 数 内 訳

区          分

支給対象職員の比率（令和6年1月1日現在）

企 業 一 般 職区              分

号 給 数 内 訳
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 (６)期末手当・勤勉手当

6月 12月

（1.175 月分） （1.175 月分） （2.35 月分）

  2.250 月分   2.250 月分    4.50 月分

（1.150 月分） （1.150 月分） （2.30 月分）

  2.200 月分   2.200 月分    4.40 月分

（1.175 月分） （1.175 月分） （2.35 月分）

  2.250 月分   2.250 月分    4.50 月分

　※　支給期別支給率及び支給率計の（　　）内は、定年前再任用短時間勤務職員に係る支給率である。

 (７)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区     分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 備      考

一般会計の制度

(支給率等)

 (８)その他の手当

区     分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当 同         じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同         じ

24.586875 月分 33.27075 月分 47.709 月分

同         じ

同         じ

33.27075 月分 47.709 月分

支給率計

47.709 月分
2％～20％  加算

職制上の段階、職務の

47.709 月分

備        考

2％～20％  加算

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置

定年前早期退職特例措置

級等による加算措置

有

有

有

支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 等 24.586875 月分

区     分

本  年  度

前  年  度

一般会計の制度
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継  続  費  に  関  す  る  調  書

款 項 事 業 名

全　　　体　　　計　　　画

年度 年 割 額

左　の　財　源　内　訳
前前年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率

企 業 債
損益勘定
留保資金

そ の 他

千円平成 千円 千円

0

千円 千円 千円 千円 千円

0.0

千円 ％

1.
資
本
的
支
出

1.
建
設
改
良
費

並木町配水
場改修事業

29 70,700 70,400 300

41,665

－ － － － －

令和

30 166,900 161,800 500 4,600 － － 41,665 － 1.0

474,736

2 1,561,300 1,538,100 500 22,700

元 1,693,100 1,692,600 500 0

7.6

－ － 474,736 － 11.5

216,527

314,940 － － 314,940 －

4 166,600 166,400 200 0

3 66,200 66,000 200 0

38.0

－ － 216,527 － 5.3

－

1,567,929 － － 1,567,929 －

6 318,200 318,200 0 0

5 81,000 80,800 200 0

7.7

1,190,003 － 1,190,003 － 28.9

2,615,797

－ － 318,200 318,200 －

1,190,003 318,200 4,124,000 0 100.0計 4,124,000 4,094,300 2,400 27,300
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債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　　項 限　度　額

前年度 末ま での 当 該 年 度 以 降 の

左の財源内訳支 払 義 務 発 生 支 払 義 務 発 生

（ 見 込 ） 額 予 定 額

期　間 金　額 期　間 金　額 企業債
損益勘定
留保資金

その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

水道料金等徴収事務委託料 506,582 令和元年度から
令和5年度まで

350,331 令和6年度から
令和7年度まで

188,086 0 0 188,086
消費税を加えた額の範囲内 消費税を加えた額の範囲内 消費税を加えた額の範囲内

配水場運転保守管理業務委託
料

570,009 令和4年度から
令和5年度まで

115,390 令和6年度から
令和9年度まで

400,950 0 0 400,950

公営企業会計システム借上料 4,769 令和4年度から
令和5年度まで

940
令和6年度から
令和9年度まで

3,759 0 0 3,759

自家用電気工作物保安管理業
務委託料

4,576 令和5年度 －　　　 令和6年度 4,576 0 0 4,576

原水・浄水水質検査業務委託
料

25,608 令和5年度 －　　　 令和6年度 25,608 0 0 25,608

放射性物質検査業務委託料 852 令和5年度 －　　　 令和6年度 852 0 0 852

草刈・植栽管理業務委託料 6,463 令和5年度 －　　　 令和6年度 6,463 0 0 6,463

量水器購入 21,408 令和5年度 －　　　 令和6年度 21,408 0 0 21,408
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事　　　　項 限　度　額

前年度 末ま での 当 該 年 度 以 降 の

左の財源内訳支 払 義 務 発 生 支 払 義 務 発 生

（ 見 込 ） 額 予 定 額

期　間 金　額 期　間 金　額 企業債
損益勘定
留保資金

その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

管路耐震化工事（東町） 82,000 令和5年度 －　　　 令和6年度 82,000 82,000 0 0
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単

位
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円
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定
資

産
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形
固

定
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築
物
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減
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△
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0
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,
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機

械
及

び
装
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,
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,
1
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償

却
累

計
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,
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,
9
7
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,
7
6
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,
1
3
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車

両
運

搬
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3
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減

価
償

却
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△
9
,
7
9
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1
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工

具
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器
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備
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価
償

却
累

計
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△
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,
6
9
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3
0
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建

設
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勘
定
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3
,
4
5
9

有
形

固
定

資
産

合
計

2
1
,
5
6
3
,
8
5
9

（
２

）
無

形
固

定
資

産

 
イ

 
 
電

話
加

入
権

4
1
1

無
形

固
定

資
産

合
計

4
1
1

固
定

資
産

合
計

2
1
,
5
6
4
,
2
7
0

２
 
流

動
資

産

（
１

）
現

金
預

金
1
,
7
2
2
,
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3
8

（
２

）
未

収
金

2
1
5
,
2
5
5

貸
倒

引
当

金
△

1
,
6
6
9

2
1
3
,
5
8
6

（
３

）
貯

蔵
品

9
9
5

（
４

）
前

払
金
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0

流
動

資
産

合
計

1
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9
7
,
5
0
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資
産

合
計
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5
6
1
,
7
7
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令
和

６
年

度
 
 
成

田
市

水
道

事
業

予
定

貸
借

対
照

表

 
(
令

和
７

年
３

月
３

１
日

)

資
 
 
産

 
 
の

 
 
部
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(
単

位
　

千
円

）

３
 
固

定
負

債

（
１
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企

業
債

 
イ

 
 
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
9
,
6
9
0
,
2
7
7

 
 
 
 
 
充

て
る

た
め

の
企

業
債

企
業

債
合

計
9
,
6
9
0
,
2
7
7

固
定

負
債

合
計

9
,
6
9
0
,
2
7
7

４
 
流
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債
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２
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３
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４
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５
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５
 
繰

延
収
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収
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注
記

 

Ⅰ
．
重
要

な
会
計

方
針
 

1
 

た
な
卸
資

産
の
評

価
基
準
及

び
評
価

方
法
 

貯
蔵
品
 

先
入
先

出
法
に

よ
る
原

価
法
に

よ
っ
て

い
る
。

 

2
 

固
定
資
産

の
減
価

償
却
の
方

法
 

（
1）

有
形
固

定
資
産

（
リ
ー
ス

資
産
を

除
く

。）
 

・
減
価
償

却
の
方

法
 

 
 

 
定

額
法
に

よ
る
。
 

・
主
な
耐

用
年
数
 

建
物
 
 

 
 
 

 
 
 

 
1
3 
～

 5
0
年
 

構
築
物
 

 
 
 

 
 
 

 
1
0 
～

 6
0
年
 

機
械
及
び

装
置
 

 
 

 
 

 
6 

～
 2

0
年
 

車
両
運
搬

具
 

 
 

 
 

 
 
4 

～
  

5
年
 

工
具
、
器

具
及
び

備
品
 

 
 
2 

～
 1

5
年
 

（
2）

無
形
固

定
資
産

（
リ
ー
ス

資
産
を

除
く

。）
 

・
減
価
償

却
の
方

法
 

 
 

 
定

額
法
に

よ
る
。
 

（
3）

リ
ー
ス

資
産
 

・
所
有
権

移
転
フ

ァ
イ
ナ

ン
ス
・

リ
ー
ス

取
引
に

係
る
リ

ー
ス

資
産

 

自
己
所
有

の
固
定

資
産
に

適
用
す

る
減
価

償
却
方

法
と

同
一

の
方

法
に
よ

る
。

 

・
所
有
権

移
転
外

フ
ァ
イ

ナ
ン
ス

・
リ
ー

ス
取
引

に
係
る

リ
ー

ス
資

産
 

通
常
の
賃

貸
借
取

引
に
係

る
方
法

に
準
じ

た
会
計

処
理

に
よ

る
。
 

3
 

引
当
金
の

計
上
方

法
 

（
1）

退
職
給

付
引
当

金
 

本
市

は
、

退
職

手
当

組
合

に
加

入
し

て
お

り
、

一
般

会
計

と
の

取
り

決
め

に
よ

り
、

追
加

的
負

担
は

全
額

一
般

会
計

に
お

い
て

措
置

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

た
め

、
退

職
給

付
引

当
金

は
計

上

し
て
い
な

い
。
 

（
2）

賞
与
引

当
金
 

職
員

の
期

末
・

勤
勉

手
当

の
支

給
及

び
こ

れ
に

係
る

法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る

た
め

、
当

年
度

末
に

お
け

る
支

給
（

支
払

）
見

込
額

に
基

づ
き

、
当

年
度

の
負

担
に

属
す

る
額

を
計

上
し

て

い
る
。
 

（
3）

修
繕
引

当
金
 

翌
年
度
以

降
実
施

す
る
修

繕
に
係

る
支
出

に
備
え

る
た

め
、

そ
の

支
出
見

積
額

を
計

上
し

て
い

る
。
な
お

、
平
成

26
年

3
月

31
日
以

前
に
引

き
当
て

ら
れ
た
も

の
に

つ
い

て
は

、
引
き

続
き
従

前
の
例
に

よ
り
取

り
崩
す

こ
と
と

し
て
い

る
。
 

（
4）

貸
倒
引

当
金
 

債
権

の
不

納
欠

損
に

よ
る

損
失

に
備

え
る

た
め

、
実

績
率

等
に

よ
る

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て
い
る

。
 

4
 

消
費
税
及

び
地
方

消
費
税
の

会
計
処

理
 

消
費
税
及

び
地
方

消
費
税

の
会
計

処
理
は

税
抜
方

式
に
よ

っ
て

い
る

。
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Ⅱ
．
予
定

貸
借
対

照
表
関

連
 

1
 

企
業
債
の

償
還
に

係
る
他
会

計
の
負

担
 

貸
借
対
照

表
に
計

上
さ
れ

て
い
る

企
業
債
（

1
年
内

に
償
還

予
定

の
も

の
も

含
む

。
）
の
う

ち
、「

一

般
会
計
と

水
道
事

業
会
計

に
お
け

る
経
費

の
負
担

区
分
に

関
す
る

覚
書
」

に
基

づ
き

、
一

般
会
計

が

負
担
す
る

と
見
込

ま
れ
る

額
は

5
6
2
,2

2
2
千
円

で
あ
る

。
 

2
 

引
当
金
の

取
り
崩

し
 

 
 
（
1
）
賞
与

引
当
金

の
目
的
使

用
に
よ

る
取
り

崩
し
 

当
年
度
に

お
い
て

、
6
月
分

期
末

・
勤
勉

手
当
及

び
こ
れ

に
係
る

法
定

福
利

費
と

し
て

1
8,

6
84

千
円
を
支

給
（
支

払
）
す

る
た
め

、
賞
与

引
当
金

1
1,

9
23

千
円

を
取
り

崩
す

。
 

（
2）

修
繕
引

当
金
の

目
的
使
用

に
よ
る

取
り
崩

し
 

当
年
度
に

お
い
て

、
修
繕

費
と
し
て

4
,6

95
千
円
を

支
出
す

る
た

め
、

修
繕

引
当
金

4
,6

95
千

円
を
取
り

崩
す
。
 

 
 
（
3
）
貸
倒

引
当
金

の
目
的
使

用
に
よ

る
取
り

崩
し
 

当
年
度
に

お
い
て

、
債
権

の
貸
倒

れ
に
よ

る
損
失

と
し

て
1
,
72
7

千
円

を
処
理

す
る

た
め
、
貸

倒
引
当
金

1
,7

27
千
円
を

取
り
崩

す
。
 

 

Ⅲ
．
セ
グ

メ
ン
ト

情
報
の

開
示
 

成
田
市
水

道
事
業

は
、
水

道
事
業

の
み
を

運
営
し

、
事
業

全
体
を

も
っ
て

単
一

セ
グ

メ
ン

ト
と
し

て
い

る
た
め
、

セ
グ
メ

ン
ト
情

報
の
記

載
は
省

略
し
て

い
る
。
 

 Ⅳ
．
リ
ー

ス
契
約

に
よ
り

使
用
す

る
固
定

資
産
 

（
1）

所
有
権

移
転
外

フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
・

リ
ー
ス

取
引
に

係
る
未

経
過

リ
ー

ス
料

相
当
額
 

１
年
内

 
 
 5

,
10

6
千

円
 

１
年
超

 
 
 7

,
81

5
千

円
 

計
 
  

 1
2
,9

2
1
千

円
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（
単

位
　

千
円

）

１
 
営

業
収

益

（
１

）
給

水
収

益
1
,
4
9
4
,
4
0
0

（
２

）
受

託
工

事
収

益
8
4
0

（
３

）
そ

の
他

営
業

収
益

6
,
0
0
9

1
,
5
0
1
,
2
4
9

２
 
営

業
費

用

（
１

）
原

水
及

び
浄

水
費

7
5
1
,
1
7
9

（
２

）
配

水
及

び
給

水
費

3
0
0
,
8
5
8

（
３

）
受

託
工

事
費

8
0
0

（
４

）
総

係
費

1
9
3
,
0
9
4

（
５

）
減

価
償

却
費

6
1
2
,
7
1
3

（
６

）
資

産
減

耗
費

3
,
4
0
8

1
,
8
6
2
,
0
5
2

営
業

損
失

3
6
0
,
8
0
3

３
 
営

業
外

収
益

（
１

）
給

水
申

込
納

付
金

1
5
5
,
3
1
0

（
２

）
受

取
利

息
1

（
３

）
他

会
計

補
助

金
2
1
,
2
8
9

（
４

）
長

期
前

受
金

戻
入

1
0
1
,
7
2
7

（
５

）
雑

収
益

2
,
1
9
1

2
8
0
,
5
1
8

４
 
営

業
外

費
用

（
１

）
支

払
利

息
1
1
7
,
4
2
0

1
1
7
,
4
2
0

1
6
3
,
0
9
8

経
常

損
失

1
9
7
,
7
0
5

５
 
特

別
損

失

（
１

）
過

年
度

損
益

修
正

損
7
8

7
8

△
7
8

1
9
7
,
7
8
300

1
9
7
,
7
8
3

当
年

度
未

処
理

欠
損

金
 
 
 
 
 
 
 
 

令
和

５
年

度
 
 
成

田
市

水
道

事
業

予
定

損
益

計
算

書

(
 
令

和
５

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
６

年
３

月
３

１
日

ま
で

 
)

当
年

度
純

損
失

前
年

度
繰

越
欠

損
金

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額
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(
単

位
　

千
円

）

１
 
固

定
資

産

（
１

）
有

形
固

定
資

産

 
イ

 
 
土

地
2
,
0
2
8
,
5
2
3

 
ロ

 
 
建

物
1
,
3
7
8
,
2
7
6

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 

△
5
1
8
,
6
5
8

8
5
9
,
6
1
8

 
ハ

 
 
構

築
物

2
2
,
9
2
9
,
2
8
3

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 　

△
9
,
5
0
9
,
5
7
7

1
3
,
4
1
9
,
7
0
6

 
ニ

 
 
機

械
及

び
装

置
5
,
9
5
8
,
9
6
7

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 　

△
4
,
5
0
5
,
9
8
6

1
,
4
5
2
,
9
8
1

 
ホ

 
 
車

両
運

搬
具

1
0
,
3
1
3

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 　

△
9
,
7
9
7

5
1
6

 
へ

 
 
工

具
、

器
具

及
び

備
品

3
6
,
0
0
2

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 　

△
3
3
,
4
4
8

2
,
5
5
4

 
ト

 
 
建

設
仮

勘
定

3
,
4
3
3
,
1
5
3

有
形

固
定

資
産

合
計

2
1
,
1
9
7
,
0
5
1

（
２

）
無

形
固

定
資

産

 
イ

 
 
電

話
加

入
権

4
1
1

無
形

固
定

資
産

合
計

4
1
1

固
定

資
産

合
計

2
1
,
1
9
7
,
4
6
2

２
 
流

動
資

産

（
１

）
現

金
預

金
1
,
8
6
2
,
9
2
4

（
２

）
未

収
金

2
0
9
,
1
6
0

貸
倒

引
当

金
△

1
,
7
2
7

2
0
7
,
4
3
3

（
３

）
貯

蔵
品

9
9
5

（
４

）
前

払
金

6
0
,
4
9
0

流
動

資
産

合
計

2
,
1
3
1
,
8
4
2

資
産

合
計

2
3
,
3
2
9
,
3
0
4

令
和

５
年

度
 
 
成

田
市

水
道

事
業

予
定

貸
借

対
照

表

 
(
令

和
６

年
３

月
３

１
日

)

資
 
 
産

 
 
の

 
 
部
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(
単

位
　

千
円

）

３
 
固

定
負

債

（
１

）
企

業
債

 
イ

 
 
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
9
,
1
2
4
,
2
4
4

 
 
　

 
充

て
る

た
め

の
企

業
債

企
業

債
合

計
9
,
1
2
4
,
2
4
4

（
２

）
引

当
金

（
２

）
修

繕
引

当
金

 
イ

 
 
修

繕
引

当
金

4
,
6
9
5

引
当

金
合

計
4
,
6
9
5

固
定

負
債

合
計

9
,
1
2
8
,
9
3
9

４
 
流

動
負

債

（
１

）
企

業
債

 
イ

 
 
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
5
4
3
,
3
5
6

 
 
 
　

充
て

る
た

め
の

企
業

債

企
業

債
合

計
5
4
3
,
3
5
6

（
２

）
未

払
金

8
6
,
2
7
6

（
３

）
前

受
金

6
0
0

（
４

）
預

り
金

5
5
8

（
５

）
引

当
金

 
イ

 
 
賞

与
引

当
金

1
1
,
9
2
3

引
当

金
合

計
1
1
,
9
2
3

流
動

負
債

合
計

6
4
2
,
7
1
3

５
 
繰

延
収

益

長
期

前
受

金
5
,
7
4
4
,
9
0
3

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

3
,
1
4
6
,
4
8
3

繰
延

収
益

合
計

2
,
5
9
8
,
4
2
0

負
債

合
計

1
2
,
3
7
0
,
0
7
2

６
 
資

本
金

1
0
,
7
9
0
,
8
4
8

７
 
剰

余
金

（
１

）
資

本
剰

余
金

 
イ

 
 
受

贈
財

産
評

価
額

3
1
3
,
1
0
3

資
本

剰
余

金
合

計
3
1
3
,
1
0
3

（
２

）
利

益
剰

余
金

 
イ

 
 
減

債
積

立
金

1
8
,
4
5
6

 
ロ

 
 
利

益
積

立
金

3
4
,
6
0
8

 
ハ

 
 
当

年
度

未
処

理
欠

損
金

△
1
9
7
,
7
8
3

利
益

剰
余

金
合

計
△

1
4
4
,
7
1
9

剰
余

金
合

計
1
6
8
,
3
8
4

資
本

合
計

1
0
,
9
5
9
,
2
3
2

負
債

・
資

本
合

計
2
3
,
3
2
9
,
3
0
4

負
 
 
債

 
 
の

 
 
部

 

資
 
 
本

 
 
の

 
 
部
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注
記

 

Ⅰ
．
重
要

な
会
計

方
針
 

1
 

た
な
卸
資

産
の
評

価
基
準
及

び
評
価

方
法
 

貯
蔵
品
 

先
入
先

出
法
に

よ
る
原

価
法
に

よ
っ
て

い
る
。

 

2
 

固
定
資
産

の
減
価

償
却
の
方

法
 

（
1）

有
形
固

定
資
産

（
リ
ー
ス

資
産
を

除
く

。）
 

・
減
価
償

却
の
方

法
 

 
 

 
定

額
法
に

よ
る
。
 

・
主
な
耐

用
年
数
 

建
物
 
 

 
 
 

 
 
 

 
1
3 
～

 5
0
年
 

構
築
物
 

 
 
 

 
 
 

 
1
0 
～

 6
0
年
 

機
械
及
び

装
置
 

 
 

 
 

 
6 

～
 2

0
年
 

車
両
運
搬

具
 

 
 

 
 

 
 
4 

～
  

5
年
 

工
具
、
器

具
及
び

備
品
 

 
 
2 

～
 1

5
年
 

（
2）

無
形
固

定
資
産

（
リ
ー
ス

資
産
を

除
く

。）
 

・
減
価
償

却
の
方

法
 

 
 

 
定

額
法
に

よ
る
。
 

（
3）

リ
ー
ス

資
産
 

・
所
有
権

移
転
フ

ァ
イ
ナ

ン
ス
・

リ
ー
ス

取
引
に

係
る
リ

ー
ス

資
産

 

自
己
所
有

の
固
定

資
産
に

適
用
す

る
減
価

償
却
方

法
と

同
一

の
方

法
に
よ

る
。

 

・
所
有
権

移
転
外

フ
ァ
イ

ナ
ン
ス

・
リ
ー

ス
取
引

に
係
る

リ
ー

ス
資

産
 

通
常
の
賃

貸
借
取

引
に
係

る
方
法

に
準
じ

た
会
計

処
理

に
よ

る
。
 

3
 

引
当
金
の

計
上
方

法
 

（
1）

退
職
給

付
引
当

金
 

本
市

は
、

退
職

手
当

組
合

に
加

入
し

て
お

り
、

一
般

会
計

と
の

取
り

決
め

に
よ

り
、

追
加

的
負

担
は

全
額

一
般

会
計

に
お

い
て

措
置

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
る

た
め

、
退

職
給

付
引

当
金

は
計

上

し
て
い
な

い
。
 

（
2）

賞
与
引

当
金
 

職
員

の
期

末
・

勤
勉

手
当

の
支

給
及

び
こ

れ
に

係
る

法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る

た
め

、
当

年
度

末
に

お
け

る
支

給
（

支
払

）
見

込
額

に
基

づ
き

、
当

年
度

の
負

担
に

属
す

る
額

を
計

上
し

て

い
る
。
 

（
3）

修
繕
引

当
金
 

翌
年
度
以

降
実
施

す
る
修

繕
に
係

る
支
出

に
備
え

る
た

め
、

そ
の

支
出
見

積
額

を
計

上
し

て
い

る
。
な
お

、
平
成

26
年

3
月

31
日
以

前
に
引

き
当
て

ら
れ
た
も

の
に

つ
い

て
は

、
引
き

続
き
従

前
の
例
に

よ
り
取

り
崩
す

こ
と
と

し
て
い

る
。
 

（
4）

貸
倒
引

当
金
 

債
権

の
不

納
欠

損
に

よ
る

損
失

に
備

え
る

た
め

、
実

績
率

等
に

よ
る

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て
い
る

。
 

4
 

消
費
税
及

び
地
方

消
費
税
の

会
計
処

理
 

消
費
税
及

び
地
方

消
費
税

の
会
計

処
理
は

税
抜
方

式
に
よ

っ
て

い
る

。
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Ⅱ
．
予
定

貸
借
対

照
表
関

連
 

1
 

企
業
債
の

償
還
に

係
る
他
会

計
の
負

担
 

貸
借
対
照

表
に
計

上
さ
れ

て
い
る

企
業
債
（

1
年
内

に
償
還

予
定

の
も

の
も

含
む

。
）
の
う

ち
、「

一

般
会
計
と

水
道
事

業
会
計

に
お
け

る
経
費

の
負
担

区
分
に

関
す
る

覚
書
」

に
基

づ
き

、
一

般
会
計

が

負
担
す
る

と
見
込

ま
れ
る

額
は

6
3
9
,1

0
5
千
円

で
あ
る

。
 

2
 

引
当
金
の

取
り
崩

し
 

 
 
（
1
）
賞
与

引
当
金

の
目
的
使

用
に
よ

る
取
り

崩
し
 

当
年
度
に

お
い
て

、
6
月
分

期
末

・
勤
勉

手
当
及

び
こ
れ

に
係
る

法
定

福
利

費
と

し
て

1
8,

0
40

千
円
を
支

給
（
支

払
）
す

る
た
め

、
賞
与

引
当
金

1
1,

5
14

千
円

を
取
り

崩
す

。
 

（
2）

修
繕
引

当
金
の

目
的
使
用

に
よ
る

取
り
崩

し
 

当
年
度
に

お
い
て

、
修
繕

費
と
し
て

1
7,

2
96

千
円

を
支

出
す
る

た
め
、

修
繕

引
当

金
1
7
,2
96

千
円
を
取

り
崩
す

。
 

 
 
（
3
）
貸
倒

引
当
金

の
目
的
使

用
に
よ

る
取
り

崩
し
 

当
年
度
に

お
い
て

、
債
権

の
貸
倒

れ
に
よ

る
損
失

と
し

て
1
,
70
9

千
円

を
処
理

す
る

た
め
、
貸

倒
引
当
金

1
,7

09
千
円
を

取
り
崩

す
。
 

 

Ⅲ
．
セ
グ

メ
ン
ト

情
報
の

開
示
 

成
田
市
水

道
事
業

は
、
水

道
事
業

の
み
を

運
営
し

、
事
業

全
体
を

も
っ
て

単
一

セ
グ

メ
ン

ト
と
し

て
い

る
た
め
、

セ
グ
メ

ン
ト
情

報
の
記

載
は
省

略
し
て

い
る
。
 

 Ⅳ
．
リ
ー

ス
契
約

に
よ
り

使
用
す

る
固
定

資
産
 

（
1）

所
有
権

移
転
外

フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
・

リ
ー
ス

取
引
に

係
る
未

経
過

リ
ー

ス
料

相
当
額
 

１
年
内
 

 
4,

8
81

千
円
 

１
年
超
 

1
2,

9
21

千
円
 

計
 
  

17
,
80

2
千

円
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令 和 ６ 年 度 成 田 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

実 施 計 画 内 訳 書 

 

 

 

 

 

 

 





収　入 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

1 水道事業収益 2,023,569 1,984,554 39,015

　1 営業収益 1,666,191 1,648,019 18,172

1 給水収益 1,660,434 1,640,793 19,641 1 水道料金 1,660,434

2 その他営業収益 5,757 6,026 △ 269 2 手数料 5,565 設計審査・工事検査手数料他

4 雑収益 192

受託工事収益 0 1,200 △ 1,200 受託工事収益 0

　2 営業外収益 357,378 336,535 20,843

1 給水申込納付金 175,934 186,901 △ 10,967 1 給水申込納付金 175,934

2 受取利息 1 1 0 1 預金利息 1

3 他会計補助金 19,123 20,527 △ 1,404 1 一般会計補助金 12,068

2 その他補助金 7,055 簡易水道兼務管理職人件費

4 長期前受金戻入 103,927 102,416 1,511 1 長期前受金戻入 103,927

5 消費税及び地方 56,320 24,623 31,697 1 消費税及び地方 56,320

消費税還付金 消費税還付金

6 雑収益 2,073 2,067 6 3 その他雑収益 2,073 行政財産使用料他

企業債利息・児童手当

１．収益的収入及び支出

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

1 水道事業費用 2,272,674 2,204,300 68,374

　1 営業費用 2,142,735 2,060,296 82,439

1 原水及び浄水費 894,328 920,694 △ 26,366 1 給料 8,550 一般職員2名分

2 手当 6,640

3 賞与引当金繰入 1,601 期末・勤勉手当分 1,340

額 法定福利費分 261

5 法定福利費 3,778

6 備消品費 258 浄水施設備消品

9 委託料 37,762

12 修繕費 42,251 浄水施設関係修繕

16 動力費 159,434 電気料

21 受水費 634,054 水道用水受水費

2 配水及び給水費 306,238 312,306 △ 6,068 1 給料 19,632 一般職員5名分

2 手当 12,724

3 賞与引当金繰入 3,207 期末・勤勉手当分 2,718

額 法定福利費分 489

原水・浄水水質検査業務委託他7件

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

4 報酬 868 会計年度任用職員1名分

5 法定福利費 8,528

6 備消品費 196 配水関係備消品他

7 燃料費 793 公用車・非常用発電設備燃料

8 光熱水費 2,592 下水道使用料

11 委託料 192,130

12 手数料 496 消防用設備点検手数料他

13 賃借料 2,149

14 修繕費 56,918 配水施設関係修繕他

17 路面復旧費 5,775 配水管等修繕箇所本復旧

19 薬品費 110

23 保険料 48 自動車賠償責任保険料

24 公課費 72 自動車重量税

3 総係費 202,866 204,421 △ 1,555 1 給料 32,237 一般職員7名分

2 手当 23,728

配水場等用地賃借料他

配水場運転保守管理業務委託他10件

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

3 賞与引当金繰入 6,053 期末・勤勉手当分 5,054

額 法定福利費分 999

4 報酬 994 水道事業運営審議会委員報酬 186

会計年度任用職員1名分 808

5 法定福利費 15,835

6 旅費 313

10 被服費 8

11 備消品費 870 図書・事務用品他

12 燃料費 96 公用車燃料他

13 光熱水費 41 下水道使用料

14 印刷製本費 376 予算書及び決算書印刷他

15 通信運搬費 3,946 電話料他

17 委託料 105,779 水道料金等徴収事務委託他4件

18 手数料 3,474 水道料金等取扱手数料

19 賃借料 5,405 ネットワークシステム使用料他

20 修繕費 97 公用車点検・整備

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

26 食糧費 4

27 会費負担金 849 日本水道協会会費他

28 保険料 1,083

29 公課費 9 自動車重量税

30 貸倒引当金繰入額 1,669

4 減価償却費 624,415 613,211 11,204 1 有形固定資産減 624,415 建物 22,248

価償却費 構築物 470,930

機械及び装置 130,989

工具、器具及び備品 248

5 資産減耗費 114,888 8,526 106,362 1 固定資産除却費 114,888 構築物他

受託工事費 0 1,138 △ 1,138 修繕費 0

建物総合損害共済基金分担金他

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

　2 営業外費用 117,939 131,004 △ 13,065

1 支払利息 117,939 131,004 △ 13,065 1 企業債利息 117,939

　3 特別損失 2,000 3,000 △ 1,000

1 過年度損益修正 2,000 3,000 △ 1,000 1 過年度損益修正損 2,000

損

　4 予備費 10,000 10,000 0

1 予備費 10,000 10,000 0 1 予備費 10,000

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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収　入 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

1 資本的収入 769,283 546,908 222,375

　1 企業債 692,400 413,500 278,900

1 企業債 692,400 413,500 278,900 1 企業債 692,400

　2 出資金 76,883 115,568 △ 38,685

1 負担区分に基づ 76,883 102,188 △ 25,305 1 負担区分に基づ 76,883

かない出資金 かない出資金 (協定に基づく出資金)

負担区分に基づ 0 13,380 △ 13,380 負担区分に基づ 0

く出資金 く出資金

　 補助金 0 17,840 △ 17,840

県補助金 0 17,840 △ 17,840 県補助金 0

一般会計出資金

２．資本的収入及び支出

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

1 資本的支出 1,325,831 1,044,849 280,982

　1 建設改良費 781,414 467,315 314,099

1 営業設備費 2,236 15,600 △ 13,364 1 固定資産取得費 2,236 量水器

2 改良費 690,679 382,076 308,603 1 工事請負費 625,718 並木町配水場改修工事他3件

2 委託料 63,417

3 補償費 1,496

4 賃借料 48

3 拡張事業費 64,493 46,000 18,493 1 工事請負費 64,493 配水管布設工事

4 事務費 24,006 23,639 367 1 給料 8,702 一般職員2名分

2 手当 7,646

3 賞与引当金繰入 1,598 期末・勤勉手当分 1,333

額 法定福利費分 265

4 法定福利費 3,369

5 賃借料 2,691 土木設計積算システム使用料他

三里塚配水場改修工事基本設計業務委託他3件

並木町配水場改修事業に伴う補償費

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明

並木町1号井改修事業に伴う借地料
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支　出 （単位 千円）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額

　2 企業債償還金 543,356 574,652 △ 31,296

1 企業債償還金 543,356 574,652 △ 31,296 1 企業債償還金 543,356 企業債元金

　3 補助金返還金 61 1,882 △ 1,821

1 県補助金返還金 61 1,882 △ 1,821 1 県補助金返還金 61 生活基盤施設耐震化等交付金

　4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0 1 予備費 1,000

款　　　項 目 比較増減 節 金　　額 説　　　　　明
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